
兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言に基づく取組状況 

 

４月７日に発令された緊急事態宣言が５月 31 日まで延長され、新型コロナウイル

スの感染拡大防止に向け、県民への外出自粛等の徹底、一部の事業者への休業、通勤

者数の原則７割削減等を要請している。 
兵庫県庁においても、全庁的な応援体制のもと感染症対策業務を最優先に実施しつ

つ、在宅勤務等の活用により職員の出勤者数の原則７割削減をめざし取り組んでいる。 

一方、この未曾有の事態を契機に、世界的な在宅勤務（テレワーク）の拡大など、

働き方改革が加速するものと考えられる。 
本県では、既に平成 29 年度から兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言によ

り働きやすい職場環境づくりを推進しているが、これを契機に更なる平時の働き方の

見直しにもつなげていく。 
 
１ 新型コロナウイルス感染症対策に伴う主な取組状況 

（１）在宅勤務の活用による職員の出勤者数の原則７割削減 

新型コロナウイルス感染症対策業務に従事する職員や県立病院、警察等を除く

職員について、在宅勤務により、出勤者数の原則７割削減をめざす。 

（在宅勤務システムの増強、同時利用人数の拡充） 

ただし、県民サービスの維持の観点や業務の性質から、在宅勤務が難しい業務

については最小限で出勤。（例：各種県民相談、こども家庭センター等） 
 

 対象者数 出勤者数 出勤率(削減率) 

知事部局等（県立病院・警察除く） ８，０２７ ３，０４６ ３７．９％ (△６２．１％) 

 うち本庁 ２，５１７ ７４３ ２９．５％ (△７０．５％) 

県立学校 １２，６０３ ５，３２９ ４２．３％ (△５７．７％) 

合 計 ２０，６３０ ８，３７５ ４０．６％ (△５９．４％) 

（4 月 28 日時点。非正規職員を含む） 

（２）時差出勤制度等の活用 

・時差出勤制度の弾力的運用（早出・遅出出勤の所属内での上限を緩和） 
・感染症拡大防止に係る特別休暇の適用 
 

（３）その他 

・本庁及び県民局・県民センターの総合庁舎等にサテライトオフィスを開設 
・テレビ会議システム活用機会の拡充（同時に主催できる会議数を追加）  

 
２ 兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言に基づく取組状況［令和元年度］ 

別添のとおり 

※ １による在宅勤務・時差出勤・テレビ会議システム等の利用促進を参考に、平時

の働き方の見直しにもつなげる。 

作成年月日 令和２年５月１１日 

作成課室名 企画県民部管理局人事課 



兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言に基づく取組状況（令和元年度） 

〔対象範囲：知事部局、企業庁、病院局(県立病院除く)、議会事務局、教育委員会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局〕 

 

１ 超過勤務の縮減  

(1) １人１月あたりの平均超過勤務時間数（新型コロナウイルス感染症・災害対応除く） 

目 標 
実 績 

H３０年度 Ｒ元年度 

Ｒ元年度及びＲ２年度は、前年度実績から 
それぞれ△３％、△２％ 

11.6 時間 
11.３時間 

（△２.5％） 

 

(2) 年間 360 時間超の職員数（新型コロナウイルス感染症・災害対応除く） 

目 標 
実 績 

H２９年度 Ｒ元年度 

R2 年度実績で H29 年度実績の 50％以下 ４９８人 
４１４人 

（△１６.９％） 

 

２ 休暇・休業等制度の取得 

 (1) 子育てにかかる休暇・休業制度 

制 度 制度概要 
目 標※ 

(達成時期:Ｒ２年度) 

実 績 

H３０年度 R 元年度 

育児休業 

養育する子が３歳に

達する日までの間

に、期間を定めて休

業することができる

制度（ただし、産後

休暇の期間は除く） 

[男性の取得率] 

希望者の100% 

(対象者全体の５％程度) 

男性 100% 

(対象者全体の取得率 5.６％) 

男性 100% 

(対象者全体の取得率 12.1％) 

配偶者の出産

補助休暇 

職員の妻の出産に係

る入退院時・出産時

の付添い入院中の世

話等を行う場合に取

得できる休暇制度

（３日） 

取得率 100％ 

９８．１％ １００％ 

男性の育児 

参加のための 

休暇 

職員の妻が出産する

場合で、出産に係る

子又は小学校就学始

期に達するまでの子

の養育のため、取得

できる休暇制度 

（５日） 

７２．２％ ８8．7％ 

※「第６次男女共同参画兵庫県率先行動計画–ひょうごアクション８–」の数値目標(H30～R2) 



(2) 介護にかかる休暇・休業制度 

制 度 制度概要 
実 績 

H３０年度 R 元年度 

短期介護休暇 
職員が配偶者、父母等を介護するた
めに取得できる休暇制度（５日） 

男性１５９名 
女性  ７１名 

男性１７２名 
女性 ６１名 

介護休暇 

職員が配偶者、父母等を介護するた
め、合計６月の範囲内において取得
できる休暇制度(６月の期間は３回
まで分割可) 

男性  ０名 
女性  ２名 

男性  １名 
女性  ３名 

 
 

３ 就業支援制度 

制 度 制度概要 
実 績 

H３０年度 R 元年度 

在宅勤務制度 
中学校就学の始期に達するまでの子
を養育する職員が、自宅における勤
務を行うことができる制度 

男性 １３名 
女性 ２１名 
(延べ 565 回) 

男性 １９名 
女性 ３７名 
(延べ 653 回) 

フレックスタイム制 
小学校修了前の子を養育する職員及
び配偶者、父母等を介護する職員が、
弾力的に勤務時間を設定できる制度 

男性 ２２名 
女性 １３名 

男性 １１名 
女性 １３名 

勤務時間弾力化制度 

通年で、職員が柔軟で多様な勤務形
態を選択できるよう、勤務時間を現
行の２区分から４区分とする制度 
※H31.4 より本格実施 

試行状況 

(H30.10～12) 

早出 396 名 
遅出 131 名 

早出 318名 
遅出 121名 

 

 

４ 定期健康診断の受診状況  

区 分 H３０年度 Ｒ元年度 

受診者数（受診率） 
７,４６３名（９９.９％） 

(対象者７,４６４名) 
７,４６３名（９９.９％） 

(対象者７,４６４名) 

再検査受診者数（受診率） 
２,１０９名（９６.６％） 

(対象者２,１８３名) 
２,０４１名（９５.２％） 

(対象者２,１４３名) 

 
 

 

＜問合せ先＞ 企画県民部管理局人事課定員給与班 ０７８－３６２－３０７８ 

 

 



参考 主な取組内容及び今後の取組みの方向性 

 
１ 主な取組内容 

 (1) 超過勤務の縮減 

取組項目 取組事例 

1 適切な労働時間の

管理 

○労働基準法の改正を踏まえた、超過勤務の上限時間の見直し

（H31.4 規則改正） 

○個人毎の業務・超過勤務の年度計画を策定し、適切な進行管理を

実施 

○政策会議における超過勤務実績の公表（四半期毎） 

○執務時間終了時刻にチャイムを鳴らし、定時退庁を促進 

 

（部局又は課独自の主な見直し等） 

○毎週水曜日・金曜日の部内管理職あて定時退庁促進メール送信 

 

2 仕事の進め方の 

見直し 

○各所属において、班・課単位でディスカッションし、業務や超過

勤務要因を総点検のうえ、業務縮減や平準化、仕事の進め方の見

直しを実施 

 

○全庁共通の事務の見直し 

【システム関係】 

・問い合わせへの自動応答化や集計業務の自動化など、AI・RPA

の導入による業務の効率化 

（R1：先行導入、R2：対象業務の拡大） 

・テレビ会議の利用促進（H31.2 本格運用開始） 

・超過勤務時間の管理・報告等のシステム化・見える化 

 （H31.4 使用履歴の表示、対象を管理職を含む全職員に拡充） 

・議事録作成支援システム活用による業務の効率化 

・専用システム導入によるふるさと寄附金の受入管理事務の効率化 

【経理関係】 

・発注仕様書作成例の共有化 

・旅費支給事務の合理化 

【執務環境関係】 

・タブレット端末によるモバイルワークの推進 

・執務室のフリーアドレスレイアウトの試行的導入による効率化 

・本庁サテライトオフィスの利用推進 

 

（部局又は課独自の主な見直し等） 

・16 時以降の会議を自粛 

・直行直帰の出張に組み合わせた時間休の取得促進 

・設計・積算等にかかる個別システムの改修による事務処理時間 

の短縮 

・入札関係事務の改善による事務処理の効率化 

 

 
 



 
 
 

 
3 

 
職員の意識改革 

  
○働き方改革推進に資する顕著な功績があった団体（班、課等）に

対する表彰制度の実施 

 

○職員提案において「働き方改革」を課題として提案を募集 

 

○ホワイトボードに退庁時間を記入することにより、職員のタイム

スケジュール管理の意識づけを促進 

 

○全ての階層でタイムマネジメントに関する研修を実施 

 

 

 (2) 子育て・介護と仕事の両立支援 

取組項目 取組事例 

1 子育てに関する 

休暇・休業の取得 

促進 

○子の出生予定がある男性職員と上司による「子育てサポートミー

ティング」の実施を徹底し、男性職員の子育て支援に関する休暇・

休業の計画的な取得を促進 

 

○男性の育児休業取得例や育児休業に伴う収入への影響を試算・シ

ミュレーションして掲載した「男性職員向けの育児休業取得促進

リーフレット」の作成、周知 

 

2 育児休業職員の 

職場復帰支援 

○育児休業中の職員を対象に情報交換会を開催 

 

○育児休業前、職場復帰前後に上司との面談の実施 

 

○職場復帰前に自宅から庁内ネットワークシステムに接続できる環

境を整備 

 

3 介護と仕事が両立

できる環境づくり 

○介護に係る制度紹介や取得事例等を充実させた「子育て・介護の

ための両立支援に関する手引き」の作成、周知 

４ 多様な働き方の 

推進 

○通年で、職員が柔軟で多様な勤務形態を選択できるよう、勤務時
間を現行の２区分から４区分とする「勤務時間の弾力化」制度の
実施（H31.4 本格実施） 

 

○在宅勤務制度、フレックスタイム制の利用促進 
 

 

 

 

 



  

(3) 働きやすい職場の実現 

取組項目 取組事例 

1 仕事と自己生活の

両立 

（部局又は課独自の取組） 

 

○定時退庁週間を部・県民局等で独自に設定 

 

○班内で輪番制により「休暇取得宣言」を行い、計画的に年次休暇

を取得 

 

○大型連休、夏季休取得期間は全職員の休暇予定表を作成し、年休

等を計画的に取得 

 

○定例会閉会中の毎週金曜日（午後または 1 日）を休暇取得奨励日

「ハッピーフライデー」と位置づけ、休暇事前登録制度により計

画的な休暇取得を推進 

 

2 職 員 間 の 相 互 理

解・協力の推進 

（部局又は課独自の取組） 

 

○全員参加の職場会議を定期的に開催 

 

○所属長による個別面談の実施 

3 職員の健康管理 ○生活習慣病対策に重点を置いた健康診断・がん検診の実施 

 

○診断結果を踏まえた保健指導の実施 

 

○こころの健康対策として、早期対応のための「ストレスチェック」

の実施、心身の不調に気づいたときに相談できる「健康なやみ相

談室」等の相談窓口の設置、「ならし出勤」の実施等による職場

復帰支援の実施、管理監督職員を対象としたメンタルヘルス研修の実施  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 今後の取組みの方向性（新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、さらなる推進を検討） 

取組による成果・課題 今後の取組の方向性 

(1) 超過勤務の縮減 
○Ｒ元年度実績は、H30 年度実績から 2.5%

を削減。（目標：３％削減） 

 局単位では、91 局中 52 局が H30 年度実

績を下回り、うち 5 局が 3％以上の削減を

達成。 

 

○4 割強の所属で H30 年度実績を上回った

ことから、引き続き、業務縮減や平準化、

仕事の進め方の見直しが必要 

 

○新型コロナウイルス感染症対策を最優先

業務とした上で、その他の業務は、Ｒ元年

度に引き続き、業務縮減や平準化、仕事の

進め方の見直しを実施。 

 

○超過勤務時間の目標 

①一人１月あたり平均超過勤務時間数 

：Ｒ２年度は前年度実績から△２％ 

②R2 年度末における年間 360 時間超の

職員数：H29 年度実績の 50%以下 

(2) 子育て・介護と仕事の両立支援 
○子育てｻﾎﾟｰﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞの実施や、育児休業取

得促進リーフレットの作成・周知等により、

男性職員の育児参加支援を促進し、男性職

員の育児休業等の取得率が向上。 

 

 

○在宅勤務制度については、対象者を試行的

に出先機関等に拡大して実施するととも

に、私用端末の利用可、短期利用の許可等、

利用しやすい制度となるよう運用面も改

善。 

 

○勤務時間の弾力化の試行を行い、その実施

状況や職員、所属からの意見を踏まえて総

合的に検討を行い、内容を一部見直したう

えで H31.４より本格的に実施。 

 

○子育てｻﾎﾟｰﾄﾐｰﾃｨﾝｸﾞの実施方法を見直し、

管理職員や人事当局がより積極的な関与

を行う。また、子の出生のあった男性職員

が原則１箇月以上の休暇・休業等を取得す

るよう促進する。 

 

○休暇等取得促進に向けた管理監督職員の

取組状況を人事評価に反映し、取組の実効

性を高める。 

 

○出先機関等における在宅勤務の試行的取

組の効果や課題を検証し、本格実施に向

け、より利用しやすい制度となるよう検

討。 

 

○就業支援制度の周知を図りつつ、子育てし

ながら働きやすい環境整備をさらに推進

する。 

 

(3) 働きやすい職場の実現 
○在宅勤務や時差出勤等を活用するととも

に、テレビ会議システムの活用機会を拡充。 

 

○生活習慣病予防・早期対応のため、定期健

康診断における若手職員の検診項目を拡充

及びがん対策検診の充実。 

 

○職員の健康管理意識の向上に向けた健康管

理システムの導入。 

 

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のため、より一層、在宅勤務・時差出勤・

テレビ会議システム等の利用促進を図る

とともに、これを参考に、平時の働き方を

見直す。 

 

○引き続き、定期健康診断の受診徹底・がん

検診の受診勧奨、診断結果を踏まえた保健

指導を実施する。 

 

 

 


